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鎌倉市地域福祉計画策定イメージ 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

少子高齢化、人口減少の進行などの人口要因や、地縁、血縁を含めた地域のつながり

の希薄化などを踏まえ、住民が支え合い、安心して暮らすことができる地域社会の実現

のため、社会福祉法第107条に基づき、本計画を策定します。 

 

２ 計画内容 

高齢者、障害者、子どもなど、福祉分野ごとに策定されてきた個別計画を横断的につ

なぐ計画として、住民相互の支え合い機能の強化と多様な担い手の育成・参画、住民が

地域において安心して暮らすことができる包括的な支援体制の整備などの施策を明示し

ます。 

 

３ 計画の基本構成 

（１）基本理念 地域福祉の推進のため、基本理念を定めます。 

（２）目標   基本理念を実現するための目標を定めます。 

（３）施策   目標を達成するための施策を記載するとともに、客観的に検証を 

行うため、数値目標を設定します。 

 

４ 計画の位置付け 

（１）計画の位置付けとして、総合計画を上位計画とします。また鎌倉市共生社会の

実現を目指す条例の理念を受けつつ、福祉分野の個別計画を横断的につなぎ、さ

らに市社会福祉協議会策定のかまくらささえあい福祉プランと連携し、地域福祉

を推進するための計画とします。 

 （２）地域福祉計画は、以下の項目を記載します。 

  ①地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共

通して取り組むべき事項 

  ②地域における福祉サービスの適切な利用の促進に関する事項 

  ③地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

  ④地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

  ⑤住民に身近な地域における包括的な相談支援体制の整備に関する事項 

 

 

資 料 ３ 
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（計画の位置付け図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画 

 

 

 

 

 

 

第３次鎌倉市総合計画 

第４期基本計画 

（将来目標：健やかに 

心豊かに暮らせるまち） 

鎌倉市共生社会の実現を目指す条例 
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具現化 

県地域福祉支援計画 

支

援 【その他行政計画】 

・鎌倉都市マスタープラン 

・鎌倉市地域防災計画 

・鎌倉市観光基本計画 

・鎌倉市教育大綱 

・鎌倉市生涯学習プラン 

 など 

連携・調和 
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５ 計画期間 

令和２年度（2020年度）から令和○年度（202■年度）までの○年間を計画期間と

します。 

 

６ 策定スケジュール（令和元年度予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

５月 

24 日 第１回地域福祉計画推進委員会 

○策定方針の決定 

 

６月 
市民アンケート調査 

地域懇談会（～８月） 

７月  

８月 
第２回地域福祉計画推進委員会 

○市民アンケート結果、地域懇談会報告、骨子素案提示 

９月  

１０月  

１１月 
第３回地域福祉計画推進委員会 

○計画素案提示 

１２月 パブリックコメント（～１月） 

１月  

２月  

３月 
第４回地域福祉計画推進委員会 

計画策定 
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７ 資料（根拠法） 

 

 

社会福祉法（昭和26年3月29日法律第45号）（抜粋） 

 

（包括的な支援体制の整備） 

第百六条の三 市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及び支

援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決

に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住民等

が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域

住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する事業 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報の

提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制

の整備に関する事業 

三 生活困窮者自立支援法第二条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その

他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決

に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する事業 

２ 厚生労働大臣は、前項各号に掲げる事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要

な指針を公表するものとする。 

第二節 地域福祉計画 

（市町村地域福祉計画） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画

（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取

り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域

住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行

うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するもの

とする。 

 


